
長久手市美しいまちづくり条例（抜粋）

第１章 総則

（目的）

第１条 この条例は、長久手市の環境を活かした魅力あるまちづくりのために

は、地域が一体となって良好な環境を守り、育てていくことが大切であると

の認識のもとに、魅力ある景観の保全と創出、良好な住環境の形成、みどり

の推進及び環境美化の推進に関する基本的な事項を定め、住民、事業者及び

市が協働して取り組むことにより、誰もが住みやすい美しいまちを実現する

ことを目的とする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによるものとする。

(1) 住民 市内に居住し、又は滞在する者をいい、市内を通過するものを含

む。

(2) 建築物 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１号に規定

する建築物をいう。

(3) 建築 建築基準法第２条第１３号に規定する建築をいう。

(4) 特定工作物 都市計画法第４条第１１項に規定する第１種特定工作物

又はゴルフコースその他都市計画法施行令（昭和４４年政令第１５８号）

第１条第２項各号に掲げるものをいう。

(5) 開発行為 主として建築物の建築又は特定工作物の建設の用に供する

目的で行う土地の区画形質の変更をいう。

(6) 開発事業 開発行為及び建築物の建築を行う事業をいう。

(7) 公共の場所 道路、公園その他公共の用に供されている場所をいう。

(13) 大規模開発事業 開発事業の区域の面積が５，０００平方メートル以

上の事業をいう。
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(14) 卸売市場等 卸売市場、火葬場又はと畜場、汚物処理場、ごみ焼却場

その他建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１３０条の２の

２に掲げる施設をいう。ただし、当該施設の処理能力、面積等については、

適用しない。

（住民の責務）

第３条 住民は、美しいまちづくりに主体的に取り組むとともに、市の実施す

る美しいまちづくりに関する施策に協力しなければならない。

（事業者の責務）

第４条 事業者は、美しいまちづくりに主体的に取り組むとともに、美しいま

ちづくりに関する市の施策及び住民による取組に協力しなければならない。

（市の責務）

第５条 市長は、次に掲げる計画等との調整を図りながら、美しいまちづくり

の実現のために必要な施策を総合的に実施するものとする。

(1) 長久手市総合計画

(2) 長久手市土地利用計画

(3) 長久手市環境基本計画

(4) 長久手市都市計画に関する基本的な方針

(5) 長久手市緑の基本計画

(6) 長久手市住宅マスタープラン

第３章 良好な住環境づくり

（事前協議）

第６条の２ 大規模開発事業若しくは特定工作物又は卸売市場等の建設を行お

うとする事業者（以下「特定事業者」という。）は、市の土地利用に係る施

2



策と整合性を図るために、次条に規定する開発協議を行う前に市長と協議（以

下「事前協議」という。）を行わなければならない。ただし、市長が特に認

めた場合は、この限りでない。

２ 前項の規定による事前協議を行った特定事業者は、事前協議結果を遵守し、

次条第１項の規定にかかわらず、開発協議を行わなければならない。

３ 市長は、第１項の規定による事前協議を行うに当たっては、適切な助言又

は指導を行うことができる。

（開発協議）

第７条 事業者は、次の各号のいずれかに該当する開発事業を行おうとすると

きは、無秩序な開発を防止し、良好な住環境を形成するために、法令に基づ

く許可申請等の手続の前に規則に定める基準により市長と協議（以下「開発

協議」という。）を行わなければならない。ただし、事業者自らが居住の用

に供する建築物の建築又は市長が特に認めた場合は、この限りでない。

(1) 開発区域の面積が５００平方メートル以上の開発行為

(2) 中高層建築物（高さが１０メートルを超える建築物、第１種低層住居専

用地域及び第２種低層住居専用地域にあっては軒の高さが７メートルを超

える建築物をいう。以下同じ。）の建築

(3) 敷地面積が５００平方メートル以上の建築物の建築

(4) 計画戸数が６戸以上の分譲住宅、共同住宅、長屋、寄宿舎その他これら

に類する建築物の建築

(5) 不特定多数又は特定多数の者が出入りする店舗、事務所、工場、倉庫等

の建築

２ 市長は、前項の規定による開発協議を行うに当たっては、適切な助言又は

指導を行うことができる。

（協定の締結）
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第８条 事業者は、開発協議により合意に達したときは、速やかに当該開発協

議の内容について、市長と協定を締結しなければならない。

２ 事業者は、前項の協定の内容を遵守し、開発事業を施行しなければならな

い。

（完了検査等）

第９条 事業者は、開発事業を完了したときは、遅滞なくその旨を市長に届出

し、完了検査を受けなければならない。

２ 市長は、開発事業の施行中においても、必要に応じて事業者に対し報告を

求め、又はその職員に立入検査をさせることができる。

３ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、

関係者に提示しなければならない。

（勧告及び措置命令等）

第１０条 市長は、事業者が第６条の２第１項若しくは第２項、第７条第１項、

第８条第１項若しくは第２項又は第９条第１項の規定に違反したときは、当

該事業者に対し、期限を定めて必要な措置を講ずるよう勧告することができ

る。

２ 市長は、前項に規定する勧告に従わない事業者に対し、期限を定めて必要

な措置を講ずるよう命令することができる。

３ 市長は、事業者が前項の命令に従わないときは、事業者名その他規則で定

める事項を公表することができる。

第６章 雑則

（委任）

第２２条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項

は、規則で定める。
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付 則

（施行期日）

１ この条例は、平成１７年３月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の際、現に長久手町宅地開発等に関する指導要綱第４条の

規定に基づき、町長が事前協議申請書を受理している開発事業については、

第３章の規定は適用しない。

附 則（平成２３年条例第１０号）

１ この条例は、平成２３年４月１日から施行する。

２ この条例の施行の際現に開発協議が行われている場合については、改正後

の長久手町美しいまちづくり条例第６条の２の規定は、適用しない。
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長久手市美しいまちづくり条例施行規則（抜粋）

第１章 総則

（目的）

第１条 この規則は、長久手市美しいまちづくり条例（平成１７年長久手町条

例第８号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定めること

を目的とする。

第２章 良好な住環境づくり

（事前協議）

第１条の２ 特定事業者は、事前協議を行うときは事前協議申請書（様式第１

号。以下「申請書」という。）を市長に提出しなければならない。

２ 前項に定めるもののほか、事前協議に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。

（事前協議結果通知）

第１条の３ 市長は、申請書の提出があったときは、当該計画の内容を検討

し、特定事業者に対し必要な措置事項等を事前協議結果通知書（様式第１号

の２）により通知するものとする。

（開発協議）

第２条 条例第７条第１項に規定する規則に定める基準は、次に掲げるものと

し、その詳細は別に定める開発協議指導細則によるものとする。

(1) 良好な住環境を確保するため、必要な宅地面積及び隣地境界からの外

壁等の後退距離に関すること。

(2) みどりのあるまちづくりを推進するため、みどり等の面積及び植栽基

準に関すること。

(3) ごみ収集の円滑化を図るため、必要な施設の設置に関すること。

(4) 工事中及び工事後における交通安全対策に関すること。

(5) 建築物の用途に応じた駐車場及び駐輪場の確保に関すること。
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(6) その他市長が開発協議に必要と認める事項に関すること。

２ 条例第７条第１項の規定による開発協議は、開発協議書（様式第１号の

３）に別表に掲げる図書を添付して行うものとする。

（開発事業計画）

第３条 事業者は、開発事業の計画を策定するときには、条例第５条に掲げる

計画等との調和を図るものとする。

（事前周知）

第４条 特定事業者又は条例第７条第１項第２号の中高層建築物若しくは県民

の生活環境の保全等に関する条例施行規則（平成１５年愛知県規則第８７

号）第７３条に規定する悪臭関係工場等を計画する事業者は、当該建築計画

等の内容等を周辺住民に対して、次のとおり事前に周知しなければならな

い。

(1) 当該敷地の道路から見やすい場所に、申請書又は開発協議書を提出す

る日のそれぞれ１０日前から条例第８条第１項の規定による協定の締結ま

で、建築計画等の概要を示す標識（様式第２号）を設置すること。

(2) 地元自治会の代表者等に建築計画等の内容等を説明すること。

(3) 当該中高層建築物によって日影、電波障害、騒音、振動等の影響を受

けると思われる関係者（以下「近隣関係者」という。）に建築計画等の内

容等を説明すること。

(4) 地元自治会の代表者、近隣関係者等から説明会の開催を求められたと

きは、これに応じなければならない。

（協議結果通知）

第５条 市長は、開発協議書の提出があったときは、第２条第１項に基づき、

当該開発事業計画の内容を検討し、必要な措置事項等を事業者に通知するも

のとする。

（協定の締結）
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第６条 条例第８条第１項の規定による協定の締結は、開発事業協定書（様式

第３号）により行うものとする。

２ 事業者は、協定の締結後において、その開発事業計画を変更しようとする

ときは、変更開発協議書（様式第４号）を市長に提出し、再度協議を行わな

ければならない。

３ 前項の規定にかかわらず、敷地の状況や当該建築物の用途・規模等により

市長が支障がないと認めたものについては、この限りではない。

（事業着手）

第６条の２ 事業者は開発事業に着手しようとするときは、開発事業着手届

（様式第４号の２）を市長に届出しなければならない。

（開発事業完了届）

第７条 条例第９条第１項の規定による完了の届出は、開発事業完了届（様式

第５号）に配置図及び排水計画図を添付して行うものとする。

（身分証明書）

第８条 条例第９条第３項の身分を示す証明書は、長久手市職員服務規程（平

成５年長久手町訓令第１号）第５条第１項の身分証明書とする。

（完了検査結果の通知）

第９条 市長は、完了検査を行ったときは、事業者に対しその結果を完了検査

結果通知書（様式第６号）により通知するものとする。

（勧告及び措置命令）

第１０条 条例第１０条第１項及び第２項の規定による勧告及び措置命令は、

良好な住環境づくり勧告書（様式第７号）及び良好な住環境づくり措置命令

書（様式第８号）により行うものとする。

（公表）

第１１条 条例第１０条第３項の規則で定める事項は、次のとおりとする。

(1) 事業者名及び住所

(2) 設計者名及び住所
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(3) 工事施工者名及び住所

(4) 事業場所

(5) 事業内容

(6) 違反事実

(7) その他市長が必要と認める事項

２ 市長は、公表を行うときはあらかじめ措置命令に違反をした事業者等に意

見を述べる機会を与えなければならない。

３ 条例第１０条第３項の規定による公表は、長久手市役所前掲示場に掲示す

るとともに、長久手市ホームページ等に掲載して行うものとする。

付 則

（施行期日）

この規則は、平成１７年３月１日から施行する。

付 則

この規則は、平成１７年４月１日から施行する。

附 則

１ この規則は、平成２３年４月１日から施行する。

２ この規則の施行の際現に改正前の長久手町美しいまちづくり条例施行規則

の規定に基づき作成されている様式は、改正後の長久手町美しいまちづくり

条例施行規則の規定にかかわらず、当分の間、使用することができる。

附 則

この規則は、平成２４年１月４日から施行する。

附 則

この規則は、平成２７年７月１日から施行する。

附 則

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。

附 則

この規則は、平成３０年４月１日から施行する。
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附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第４条の規定は、令和２年

６月２９日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の際現に改正前の長久手市美しいまちづくり条例施行規則

の規定に基づき作成されている様式は、改正後の長久手市美しいまちづくり

条例施行規則の規定にかかわらず、当分の間、使用することができる。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の際現に改正前の長久手市美しいまちづくり条例施行規則

の規定に基づき作成されている様式は、改正後の長久手市美しいまちづくり

条例施行規則の規定にかかわらず、当分の間、使用することができる。
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別表（第２条関係）

開発協議書添付図書一覧

No 図 書 名 記 載 内 容 等 備 考 提出部数

1 開発協議書 様式第 1号（その１） 副本は写しでも可
10 部

2 開発協議概要書 様式第 1号（その 2）
10 部

3 案内図 区域外駐車場の位置を記入

（別紙に駐車場のレイアウトを記入）

都市計画図

（1/2500）
10 部

4 公図（ブロック図） 開発事業区域に赤枠

施行中の土地区画整理事業施行区域内はブロ

ック図を添付

10 部

5 仮換地証明

敷地地番該当証明

保留地証明

施行中の土地区画整理事業施行区域内のみ添

付

写しでも可

10 部

6 一時利用地指定

通知書

土地改良区域内のみ添付 写しでも可
２部

7 理由書（駐車台数） 事務所、工場、倉庫等に添付（事業内容、

社用車、従業員の車、来客者の車等）

様式は任意
10 部

8 配置図 駐車場の一台当りの寸法及び仕上げの記入

みどり等は、緑色に着色

算定面積（㎝以下は切り捨て）の根拠を表示

するとともに植栽等の計画を記入

駐輪場の位置、寸法の記入

外壁等の後退距離の記入（隣地境界のみ）

ごみ集積所の位置及び面積、寸法の記入

管理連絡先の設置場所（単身者用共同住宅に

限る。）

前面道路の幅員及び歩道の幅員の記入（乗入

を計画する場合は乗入の幅の記入）

土地の高低差の記入（現況及び計画）

消防活動用空地を記入（該当するもののみ）

10 部

9 平面図 共同住宅の場合は一戸の専用面積を記入 各階平面図
10 部
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※注意事項

１．縮尺については、スケール等で図ることができる単位でお願いします。

２．図面については、Ａ４サイズに折ってください。

10 縦横断面図 現況及び計画線を記入 ２断面以上
10 部

11 立面図 ２方向以上
10 部

12 排水計画図 開発事業施行区域内の排水経路を記入

雨水････青色（最終管径を記入）

生活････赤色（最終管径を記入）

配置図と兼用可

10 部

13 日影図 建築基準法に基づくもの 条例第７条第１項

第２号に該当する

もののみ

様式は任意

10 部

14 付近住民へ周知した方

法を示した書類

標識の設置状況写真

説明や問い合わせの状況を記した書類
10 部

15 既設消防水利

確認図

申請建築物から 140m 以内にある消防水利よ

り、それぞれ 100m、120m､140m の三つの円を

描く。

３部

16 ごみ出し計画書 様式第 1号（その３） 条例第７条第１項

第４号に該当する

もののみ

３部

17 管理計画書 様式第 1号（その４） 単身者用共同住宅

のみ
10 部

18 同意願 都市計画法第 32条第１項の同意が必要な

ときに添付

公共施設の設置等

があるときのみ
１部

19 その他 必要と認めるもの
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様式第１号（第１条の２関係）

【添付資料】計画概要書、位置図、現況平面図、計画平面図、土地整理図（公図）、面積、

排水計画図、その他参考となる資料・図面等

（添付資料にはページ番号を付与すること）

【提出部数】正本１部及びその写し１８部

事前協議申請書

年 月 日

長 久 手 市 長 殿

申請者 住 所

氏 名

電 話

長久手市美しいまちづくり条例第６条の２第１項の規定に基づく事前協議を

行うため、次のとおり申請します。

計 画 の 名 称

計 画 の 目 的

計 画 区 域 長久手市

計 画 面 積 ㎡

計 画 の 概 要

その他参考となる

事項
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様式第１号の３（第２条関係）

（その１）

開 発 協 議 書

年 月 日

長 久 手 市 長 殿

事業者 住所

氏名

電話

長久手市美しいまちづくり条例第７条第１項の規定に基づき、次のとおり開発協議書

を提出します。

記

開発事業の名称

開 発 事 業 の

目 的 と 概 要

開発事業施行

区 域 の 位 置

長久手市

※ 施行中の土地区画整理事業施行区域の場合、その事業名称と仮換地等

（ 街区 ）

開発事業施行

区 域 の 面 積

条例該当項目 第７条 （ ）

工 事 施 工 者

連 絡 先

電話

担当者

FAX

添 付 図 書 別 添

15



（その２）

開 発 協 議 概 要 書

1 計 画 戸 数

共同住宅等 単身者用共同住宅 戸建分譲住宅

戸 戸 戸

宅地分譲 店舗（ ） その他（ ）

区画 棟 棟

2 面 積

敷地面積 建築面積 延べ面積

㎡ ㎡ ㎡

3 地 目

宅地 田・畑 山林 ( ) 合計

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

4 関 係 法 規 制 等

１．都市計画法 ２．宅地造成規制法 ３．砂防法

４．農地法 ５．土地区画整理法 ６．景観法

７．その他（ ）

5 区 域 区 分 市街化区域・市街化調整区域

6 用 途 地 域 地域

7 構 造 及 び 階 数 造 地上 階 地下 階

8 最 高 の 高 さ ｍ

9 外壁等の最低後退距離 ｍ

10 特定建設作業等実施届 有 ・ 無

11 消 防 水 利 設 置 有 ・ 無

12 消防用活動空地の設置 有 ・ 無

13 電波障害事前調査実施 有 ・ 無
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14 み ど り 等 の 面 積

敷地面積 計画戸数

㎡×0.03＋ 戸×10 ㎡＝ ㎡≦ ㎡

敷地面積 計画戸数

㎡×0.03＋ 戸× 5㎡＝ ㎡≦ ㎡

敷地面積

㎡×0.06 ＝ ㎡≦ ㎡

15 ご み集積所の設置 有 可燃物 ㎡・不燃物 ㎡ 無

16 駐 車 場

区域内 台

区域外 台

17 公共･公益施設の設置 有（ ） 無

18 排 水 の 放 流 先

雨水排水 １．道路側溝 ２．その他（ ）

生活排水 １．下水道 ２．道路側溝 ３．その他（ ）

19 浄 化 槽

算定人員 人 合併

人槽 人 BOD mg／㍑

20 予 定 工 期 から まで

21 備 考
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（その３）

ご み 出 し 計 画 書

建築物の所在地 長久手市

建 築 物 の 名 称

建 築 物 の 戸 数 戸

建 築 主

住所

氏名 電話

ご み 集 積 所 有 ・ 無

ごみ集積所が無い

場合のごみ出し場
別添地図のとおり

入 居 者 へ の

周 知 方 法

ごみ出しルールが

守られなかった

場 合 の 対 応

苦情等に

対 す る

連 絡 先

住所

氏名 電話
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（その４）

管 理 計 画 書

建築物の所在地 長久手市

建築物の名称

建 築 主

住所

氏名 電話

管 理 人

住所

氏名 電話

管理業務時間 時から 時まで

緊 急 時

連 絡 先

住所

氏名 電話

管 理 規 則 等 （1）作成済み （2）未完成（ 年 月 日頃予定）
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様式第２号（第４条関係）

（建築物の名称） 建築計画の概要

敷地の地名地番 敷地面積 ・ ㎡

構 造
造

建築面積 ・ ㎡

高 さ
・ ｍ

延べ面積 ・ ㎡

階 数 ・ 棟 数
地上 階

着工予定時期 年 月 日頃
地上 階 棟

建 築 主
住 所

電話
氏名又は名称

設 計 者
住 所

電話
氏名又は名称

工 事 施 工 者
住 所

電話
氏名又は名称

詳細については、上記の者（ ）にお問い合せ下さい。

年 月 日設置
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様式第３号（第６条関係）

開発事業協定書

長久手市（以下「甲」という。）と （以下「乙」という。）との間において、

長久手市美しいまちづくり条例第８条第１項に基づき、次のとおり協定を締結する。

（開発事業施行区域の位置及び規模）

第１条 開発事業施行区域の位置及び規模は、次のとおりとする。

開発事業施行区域の位置 長久手市

開発事業施行区域の面積 区画数又は戸数

（開発事業の目的）

第２条 開発事業の目的は、次のとおりとする。

（開発事業の施行）

第３条 乙は甲と協議した開発協議書及び開発協議結果通知書に基づき開発事業を施行しなけ

ればならない。ただし、やむを得ずこの開発事業計画を変更する場合は、あらかじめ甲、乙協

議するものとする。

（公共施設及び公益施設）

第４条 乙は、開発事業によって設置する次の公共施設及び公益施設を完成後、甲に無償譲渡す

るものとし、その管理については、次のとおりとする。

（問題の解決）

第５条 開発事業に関して紛争が生じたときは、乙が責任を持って誠意のある対応を行い、解決

を図るものとする。

（条例等の遵守）

第６条 乙は、長久手市美しいまちづくり条例の趣旨及び関係規定等を十分理解し、遵守する。

（協定の変更）

第７条 この協定の締結後において、特別な理由が生じた場合は、甲、乙の合意により協定を変更す

ることができる。

（協 議）

第８条 この協定の内容に疑義を生じた場合及びこの協定に定めのない事項については甲、乙にて協

議するものとする。この協定の証として本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ各１通を保有す

る。

年 月 日

甲 長久手市岩作城の内６０番地１

長久手市長

乙

施 設 名
概 要

管 理 者 帰 属 摘 要
種 別 数量又は面積
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様式第４号（第６条関係）

変更開発協議書

年 月 日

長 久 手 市 長 殿

事業者 住 所

氏 名

電 話

長久手市美しいまちづくり条例施行規則第６条第２項の規定に基づき、次のとおり

変更開発協議書を提出します。

添付書類 変更内容がわかる図面及び書類

開発事業の名称

協定年月日 年 月 日

変 更 内 容

変 更 前 変 更 後

連絡先 電話 担当者
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様式第４号の２（第６条の２関係）

開発事業着手届

年 月 日

長 久 手 市 長 殿

事業者 住 所

氏 名

電 話

長久手市美しいまちづくり条例施行規則第６条の２に基づき、届け出ます。

開発事業の名称

着 手 日 年 月 日

協 定 締 結 日 年 月 日

工事施工

者

住 所

氏 名

連絡先

その他参考事項
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様式第５号（第７条関係）

開発事業完了届

年 月 日

長 久 手 市 長 殿

事業者 住 所

氏 名

電 話

長久手市美しいまちづくり条例第９条第１項に基づき、届け出ます。

添付書類 配置図、排水計画図（変更開発協議を行っている場合は最新のもの）

記入不要

開発事業の名称

工 事 完 了 日 年 月 日

計画の変更の有無

協 定 締 結 日 年 月 日

工事施工者

住 所

氏 名

連絡先

その他参考事項

検 査 日 年 月 日
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開発協議指導細則

第１章 総則

（目的）

第１条 この細則は、長久手市美しいまちづくり条例施行規則第２条第１項の

規定に基づき、無秩序な開発を防止し、良好な住環境を形成するため、開発

協議を行うにあたり必要な基準を定めることを目的とする。

（定義）

第２条 この細則において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。

⑴ 「公共施設」とは、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第４条第

１４項及び都市計画法施行令（昭和４４年政令第１５８号）第１条の２に

定める公共の用に供する施設をいう。

⑵ 「みどり等」とは、開発事業区域内に緑化施設を設置したものをいう。

⑶ 「単身者用共同住宅」とは、住戸の専用面積が３０㎡未満のものをいう。

⑷ 「関係事業者」とは、土地区画整理組合、土地改良区等をいう。

第２章 基本計画

（良好な住環境の確保）

第３条 良好な住環境を確保するために、次の基準に基づいて宅地造成及び住

宅等の建設を行わなければならない。

⑴ 一区画の最低限度は、１５０㎡とする。ただし、次の各号のいずれかに

該当する敷地面積については、この限りでない。

ア 都市計画法第２９条の開発許可を必要とする事業において、愛知県開

発許可技術基準に掲げる一区画の面積の規定値が本基準を上まわる場合。

ただし、特例値については適用しない。

イ 都市計画法第１２条の５第２項第３号で定められた地区整備計画にお

いて敷地の最低限度が定められている場合。

ウ 土地区画整理事業等において、減歩による敷地面積の減少によって、
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適合しないこととなる場合。

⑵ 建築物の外壁等（出窓、廊下、階段、ベランダ等を含む場合がある。）の

後退距離は、敷地境界線（道路及び水路は除く。）から建築物の外壁又はこ

れに代わる柱の中心までの距離とし、７５㎝以上でなければならない。た

だし、間口（間口が判定しがたいものについては、その都度協議とする）

が９ｍ未満の敷地については、外壁等の後退距離を敷地境界線（道路及び

水路は除く。）から建築物の外壁又はこれに代わる柱の面までの距離とし、

５０㎝以上とすることができる。

⑶ 前号の規定は、次に掲げるいずれかに該当する建築物又は建築物の部分

については、適用しない。

ア 建築物に附属する小規模な車庫、物置等

イ 外壁等の後退距離に満たない距離にある建築物又は建築物の部分で、

その外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの合計が３ｍ以下である場

合。

ウ 都市計画法第１２条の５第２項第３号で定められた地区整備計画にお

いて外壁の後退距離が定められている場合。

（関係事業者との協議）

第４条 事業者は、事前に関係事業者と十分協議を行い、紛争が生じないよう

にしなければならない。

（生活環境の保全）

第５条 事業者は、生活環境の保全のため、次の各号に掲げる事項を行わなけ

ればならない。

⑴ 優良な宅地、住宅等の建設に努めること。

⑵ 地域に密着した良好な環境で生活を営むことができるように宅地造成及

び住宅等の建設を行うこと。

⑶ 建築物の建築によって日影の影響を受けると思われる関係者と紛争が生

じないように最善の努力をすること。

⑷ 中高層建築物により電波障害が発生すると予測されるときは、それを排
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除するために必要な施設を事業者の負担において設置し、関係者と必要な

事項について誠意をもって取り決めをすること。

⑸ 開発事業により付近の井戸水に支障をきたさないように関係者と十分協

議すること。

⑹ 工事中の騒音、振動等による被害の防止に最善の措置を行うこと。

⑺ 開発事業区域を明確にし、境界の確定に努めること。

（文化財保護）

第６条 事業者は、埋蔵文化財包蔵地及びその周辺地域において開発事業を行

うときは、生涯学習課と別途協議を行い、その指導を受けなければならない。

２ 事業者は、埋蔵文化財を発見したときは、直ちに工事を中止し、生涯学習

課に届け出て、その指示を受けなければならない。

（宅地防災）

第７条 事業者は、地形、地質等の調査を十分に行い、安全を確保しなければ

ならない。

２ 事業者は、当該事業に起因して災害が発生したときは、自らの責任と負担

において速やかに適切な措置を行わなければならない。

（土地利用計画）

第８条 事業者は、都市計画法で定める用途地域についてその趣旨を十分理解

し、開発事業を計画しなければならない。特に準工業地域に住宅建設を目的

とする開発事業計画については、できる限り行わないようにしなければなら

ない。

２ 開発事業区域が土地区画整理、土地改良等の事業区域または予定区域内に

あるときは、事前に関係各課と十分調整しなければならない。

（景観）

第９条 事業者は、開発事業区域周辺と調和のとれた景観づくりに努めなけれ

ばならない。
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（みどり等）

第１０条 事業者は、長久手市みどりの条例を遵守するとともに、開発事業区

域内に最大限みどり等を設け、環境の保全に努めなければならない。

２ 事業者は、みどり等の最低限度の面積（以下「最低面積」という。）を確保

しなければならない。最低面積は、次の表の左欄に掲げる規定に従い右欄に

掲げる方法で算出されたものとする。

３ みどり等に含まれる緑化施設の最低面積の算出は、第４項に掲げる表に定

める算出方法欄のいずれかの方法により算出された面積の合計としなければ

ならない。ただし、面積の合計のうち、最低面積に１／３を乗じて得たもの

の面積は、次項に掲げる表に定める緑化の種類欄の樹木による方法としなけ

ればならない。

４ 緑化施設の基準は、次の表のとおりとする。

建築物の用途 最低面積の算出方法

共同住宅 敷地面積×３％＋計画戸数×１０㎡

単身者用共同住宅 敷地面積×３％＋計画戸数×５㎡

長屋住宅 敷地面積×６％

その他 敷地面積×６％

緑化の種類 算出方法

樹木 １ 樹木は均衡のとれたものとし、次項の各号に掲げる２以

上の各号を組み合わせたものとしなければならない。面積

は樹木ごとの樹冠（その水平投影面が他の樹冠の水平投影

面と一致する部分及び敷地外にかかる部分を除く。）の水

平投影面積とし、樹木の高さに応じて次に定める面積とす

る。

⑴ 高木は、１本当たり面積１４㎡に換算する。ただし、

６ｍ以上の高木の１本当たりの面積は、３０㎡に換算す

ることができる。

⑵ 中高木は、１本当たり面積８㎡に換算する。
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⑶ 中木は、１本当たり面積４㎡に換算する。

⑷ 低木は、１本当たり面積１㎡に換算する。

２ 前項の樹木の高さは、次の各号に定めるところによる。

⑴ 高木 ４ｍ以上の樹木をいう。

⑵ 中高木 ２．５ｍ以上４ｍ未満の樹木をいう。

⑶ 中木 １ｍ以上２．５ｍ未満の樹木をいう。

⑷ 低木 １ｍ未満の樹木をいう。

３ ブロック、縁石等で区画された土壌に多種類の樹木の苗

木を密植して行うものは、土壌の水平投影面積（前２項に

掲げる樹木の他の樹冠の水平投影面積と一致する部分を

除く。）とする。

芝その他の

地被植物

１ 面積は、芝その他の地被植物で表面が被われている部分

の水平投影面積（緑化の種類欄に掲げる樹木の他の樹冠の

水平投影面積と一致する部分を除く。）とする。ただし、

芝その他の地被植物については、次の各号のいずれかに適

合しなければならない。

⑴ 芝は、７分張以上とする。

⑵ 地被の植え付け株数は、１㎡当たり３６株以上とす

る。ただし、地被の種類により、最低１㎡当たり１６株

以上とすることができる。

２ 緑化補助資材等を使用した特殊工法により、自動車が載

ることが可能な駐車場の面積は、実際に芝が被っている部

分の水平投影面積（緑化の種類欄に掲げる樹木の他の樹冠

の水平投影面積と一致する部分を除く。）とし、緑化補助

資材部分は含めないものとする。

３ 前項によって換算できる面積の合計は、最低面積に１／

３を乗じて得たものの面積未満とする。

屋上及び

壁面緑化

１ 面積は、樹木は緑化の種類欄に掲げる樹木の面積を準用

し、芝その他の地被植物は表面が被われている部分の水平
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５ 次の各号のいずれかに該当するものについては、同条第２項及び第３項の

規定は適用しない。

⑴ 都市計画法第２９条第１項に基づく第３３条第１項第２号に規定する公

園等の設置が必要なもの。ただし、第２項の表に掲げる建築物の用途に基

づき算出されるものについては、この限りではない。

⑵ 開発事業の目的が宅地分譲又は戸建分譲住宅の建築によるもの。

⑶ 建築物の用途によって緑化面積の最低限度及び緑化基準を満たすことが

困難であると市長が認めたもの。

（排水）

第１１条 事業者は、集水区域を十分配慮し、開発事業区域から流出する雨水

投影面積（緑化の種類欄に掲げる樹木の他の樹冠の水平投

影面積と一致する部分を除く。）とする。壁面緑化によっ

て換算できる面積は、延長に高さ１ｍを乗じて得たものの

面積とする。ただし、延長は１ｍ当たり３株以上とする。

２ 前項の屋上及び壁面緑化は、次の各号に定めるところに

よる。

⑴ 屋上緑化 建築物その他工作物の上面に樹木、芝その

他の地被植物で緑化するもの。

⑵ 壁面緑化 建築物の外壁、塀等の工作物にフェンス等

の補助資材を設置するなどして、つる性植物等で緑化す

るもの。

３ 前項によって換算できる面積の合計は、最低面積に１／

３を乗じて得たものの面積未満とする。

花壇等 １ 面積は、ブロック、縁石等で区画され、草花やその他こ

れに類する植物が生育するための土壌の水平投影面積（緑

化の種類欄に掲げる樹木の他の樹冠の水平投影面積と一

致する部分を除く。）とする。

２ 前項によって換算できる面積は、最低面積に１／３を乗

じて得たものの面積未満とする。
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又は汚水等を排水するために、自らの負担において必要な施設を整備しなけ

ればならない。

２ 事業者は、浄化槽を設置するときは、処理水の水質及び維持管理について、

関係法令を厳守しなければならない。

３ 事業者は、排水を放流する施設の管理者及び所有者の同意を得なければな

らない。

４ 雨水又は汚水等を排水するための排水口は、原則として一宅地一ヶ所とす

る。ただし、公共下水道等計画区域内については、分流式とし、雨水一ヶ所

及び汚水一ヶ所の排水口を設置するものとする。

５ 排水管をＵ字溝に接続するときは、直近に排水桝を設け、側面より取り付

けるものとする。また、排水管はＵ字溝壁に合わせ、排水管底の高さは、Ｕ

字溝内の水が逆流しない高さとする。

６ 公共下水道等計画区域内の汚水排水系統については、塩ビ製小口径桝を使

用し、また浄化槽を設置するときは、将来下水道への接続を考慮して設置す

るものとする。

（ごみ処理）

第１２条 事業者は、開発事業区域内のごみ収集の円滑化を図るため、原則と

して共同住宅等の戸数が１０戸以上のときにごみ集積所を設置しなければな

らない。

２ ごみ集積所の位置は、交差点から５ｍ以上離さなければならない。

３ 共同住宅等におけるごみ集積所の大きさは、次のとおりとする。

４ 共同住宅等の戸数が１０戸未満の場合は市長と協議し、可燃物のみごみ集

積所を設けることができる。この場合において、設置面積は１．０㎡を下回

計画戸数 可燃物 不燃物・粗大ごみ

10～30 戸 1.0 ㎡+（0.06 ㎡×10 戸を超

える部分の戸数）以上

※単身者用共同住宅について

は、上記で得た面積の 70％以

上かつ 1.0 ㎡以上とする。

2.0 ㎡以上

31～40 戸 3.0 ㎡以上

41 戸以上
10戸増すごとに 3.0㎡に 0.4

㎡以上を加算する。
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らないものとする。

備考

⑴ 土間はコンクリート打ちとし、排水を考慮すること。

⑵ 設置位置及び形状は公道に対して平行とし、排出作業に支障をきたさ

ない位置形状にすること。ただし、計画戸数が１００戸以上で設置位置

が公道に面しないときは、排出作業に支障なく車両が旋回できるように

すること。

⑶ 高さ・間口は１ｍ以上とし、間口は、奥行以上とすること。

⑷ ごみストッカー等を設置する場合は、市長と別途協議すること。

⑸ カラスや猫等からの被害を防止するため、防護網及び防護網設置用フ

ックを設置すること。ただし、ごみストッカー等で対策する場合はこの

限りではない。

⑹ 面積は、有効面積とすること。

⑺ 集積所は、原則として１か所とする。

⑻ 水道等で清掃できるようにすること。

５ ごみ集積所の形状は、次のとおりとし、可燃物及び不燃物・粗大ごみの表

示プレート等の設置をすること。

６ 事業者は、開発事業区域内にごみ集積所を設置するときは、収集作業が行

いやすいよう設置しなければならない。

７ 事業者は、開発事業施行により生ずるごみ等は、自らの責任において処理

しなければならない。

８ 事業者は、住宅の入居者にごみ出しルールを周知徹底させなければならな

い。

平面図 側面図 正面図

道路

側溝

可燃物
不燃物
粗大ごみ
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（単身者用共同住宅の管理等）

第１３条 事業者は、単身者用共同住宅を計画するときは、予定建築物に係る

一切の管理（緊急事態が発生したとき、または近隣から苦情がよせられたと

き、直ちに当該事態に対応できる管理）ができる常駐の管理人を開発事業区

域内に置かなければならない。ただし、管理人に代わり確実な管理業務が行

われ近隣住民等からの苦情に対し迅速に対応ができるとき、または、計画戸

数が３０戸未満のときはこの限りでない。

２ 前項の規定にかかわらず、単身者用共同住宅を計画するときは、管理連絡

先（様式１）を道路から見やすい位置に腐食しないもので設置しなければな

らない。

（交通安全）

第１４条 事業者は、工事中及び工事後の交通安全対策に万全を期さなければ

ならない。

２ 事業者は、事業着手前に交通安全計画書を市交通安全担当部署に５部提出

し、関係機関と協議しなければならない。

３ 事業者は、開発事業区域内外の交通計画に十分配慮しなければならない。

（駐車場）

第１５条 事業者は、事業目的に応じ十分な駐車場を区域内に確保し、路上駐

車が一切起きないようにしなければならない。

２ 駐車場を確保するにあたっては、最低限のルールとして次のとおり確保し

なければならない。

⑴ 最低確保台数

建築物の用途 確保台数

戸建住宅、共同住宅及び

長屋住宅
１戸につき１台とする。

単身者用共同住宅 （管理人＋計画戸数×２／３）台とする。
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備考 台数の算定にあたり小数点以下の数値は、切り上げとする。

⑵ 面積及び配置

ア 面積は、１台当たり１２．５㎡以上とし、幅２．５ｍ、長さ５．０ｍ

を標準とする。ただし、幅及び長さの最小限度は１２．５㎡以上の面積

は確保した上で、それぞれ幅２．３ｍ、長さ４．８ｍとすることができ

る。

イ 配置は、使用可能なものとし、詰め込み式のものは認められない。

ウ 駐車場の前面には、通路・転回スペースとして５ｍ以上の空地を設け

ること。

エ 機械式駐車場については、駐車及び出入りが容易なものとし、平面駐

車場と併用して設置すること。

オ 機械式駐車場で、道路から直接出入りするときは、機械の前面に待避

スペースを設けること。（大きさは、２．５ｍ×５．０ｍ以上とする。）

⑶ 位置

ア 開発事業区域内とする。ただし、やむを得ないときは、必要駐車台数

の原則４分の１以下を区域外に設けることができる。

イ アの「区域外」とは、開発事業区域からおおむね１５０メートル以内

の場所とする。

ウ 建築物の用途が「店舗等」及び「事務所・工場・倉庫等」であって、

従業員等特定の者の用に供するもので、協議を行った結果、市長が認め

たものは、ア及びイによらず設けることができる。

（自転車置場）

第１６条 単身者用共同住宅及び１０戸以上の共同住宅のときは、計画戸数の

２分の１台以上の自転車置場を設置しなければならない。なお、１台当たり

の大きさは、幅０．５ｍ、長さ２．０ｍ以上とする。また、店舗についても

必要に応じて設置しなければならない。

店舗等
（延べ床面積×０．０６）台とする。ただし、

３０台以上の場合は別途協議とする。

事務所・工場・倉庫等 その都度協議する。
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（車両乗入口）

第１７条 車両乗入口を設置するときは、歩行者の安全を確保するため最小限

とし、設置に際しては、長久手市車両乗入れ施設設置基準によらなければな

らない。

（防犯）

第１８条 事業者は、住宅の建築を計画するときは、愛知県安全なまちづくり

条例第１０条第１項の規定よる住宅に関する防犯上の指針に沿った計画に努

め、防犯上の配慮に努めなければならない。

（優良宅地及び優良住宅の認定）

第１９条 事業者は、租税特別措置法に基づく優良宅地及び優良住宅の認定を

受けようとするときは、その事業がこの基準に適合していなければならない。

第３章 公共施設及び公益施設

（公共施設及び公益施設）

第２０条 事業者は、開発事業区域内に必要な公共施設及び公益施設を設置し

なければならない。

２ 公益施設については、次のとおりとする。

⑴ 集会所は、電灯、水道、便所及び軽易な炊事施設を備えるものとする。

ただし、施設の規模、位置、管理等などについては別途協議する。

⑵ その他の施設については別途協議する。

（公共施設の改修等）

第２１条 事業者は、開発事業区域内に所在する公共施設の改修等を行うとき

は、管理者及び水利権者の同意を得て、自らの負担において行うものとする。

２ 事業者は、開発事業区域に近接する公共施設があるときは、災害防止のた

めにその管理者及び水利権者と協議し、必要な措置を行わなければなければ

ならない。
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（道路の新設及び改良）

第２２条 事業者は、開発事業区域内道路及び連絡道路の設定にあたっては都

市計画法に適合し、かつ、地域に密着するように計画しなければならない。

２ 事業者は、道路の新設及び改良を行うときは、次のとおり施行しなければ

ならない。

⑴ 開発事業区域内の道路は、道路構造令に基づき築造すること。

⑵ 開発事業区域内の道路は、区域外主要道路との連絡を十分勘案のうえ一

体となって機能を発揮できるよう計画すること。

⑶ 開発事業区域内に農道又は里道があるときは、これを保全し、通行に支

障のないよう措置すること。

⑷ 農道又は里道の改廃をしようとするときは、関係者の同意を得たうえで

市長と協議し、必要な手続きを行うこと。

３ 事業者は、開発事業に起因する道路の損傷については、自らの負担におい

て原形に復旧しなければならない。

４ 事業者は、道路を市へ移管した日から１年を経過するまでに、開発事業の

施行が原因となる損傷が生じたときは、補修等必要な措置を行わなければな

らない。

（歩行者専用道路）

第２３条 事業者は、歩行者専用道路を設置するときは、通勤、通学、購買等

歩行者動線、公園等の位置を勘案し、その機能を維持できるよう整備しなけ

ればならない。

（消防施設等）

第２４条 事業者は、消防法第１７条に定めるもののほか別に定める基準によ

り消防施設及び設備等を設置しなければならない。なお、消防施設等の設置

について、尾三消防本部長久手消防署と協議すること。
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（公共施設、公益施設及び用地の帰属）

第２５条 事業者は、市に帰属することとなる公共施設、公益施設及び用地の

所有権移転の登記に必要な一切の書類及び公共施設及び公益施設の管理上必

要な図書を建築基準法第７条第５項、宅地造成等規制法第１２条第２項、都

市計画法第３６条第２項及び消防法施行規則第３１条の３第４項に定める検

査済証交付を受ける前に市長に提出しなければならない。

２ 事業者は、抵当権等私権の設定があるときは、登記手続きを行うまでにそ

の私権を必ず抹消しなければならない。

３ 公共施設及び公益施設及び用地の境界は、コンクリート杭等により明確に

しなければならない。

（別途協議）

第２６条 土地区画整理事業、地方自治体等の営利を目的としない事業は、別

途協議することができる。

（その他）

第２７条 この基準に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。

付 則

この基準は、平成１７年３月１日から施行する。

附 則

この基準は、平成２４年１月４日から施行する。

附 則

この基準は、平成２５年１２月１日から施行する。

附 則

この基準は、平成２７年４月１日から施行する。

附 則

この基準は、平成３０年４月１日から施行する。

附 則

この基準は、令和元年６月１日から施行する。
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附 則

この基準は、令和２年４月１日から施行する。
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様式１

管理連絡先

建築物の名称

建築物の所在地 長久手市

管理連絡先

住所

名称 電話

上記の連絡先の業務時間は 時から 時までです。

緊急時

の連絡先

住所

時間外 名称 電話
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